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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期
第３四半期
連結累計期間

第48期
第３四半期
連結累計期間

第47期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 13,575,348 16,056,413 18,226,719

経常利益 （千円） 814,930 653,731 1,224,999

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 641,885 460,239 886,657

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 689,272 499,652 916,528

純資産額 （千円） 10,836,697 11,335,847 11,021,693

総資産額 （千円） 15,959,131 17,582,884 16,780,014

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 92.65 66.11 127.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 90.92 64.94 125.54

自己資本比率 （％） 66.3 62.9 64.0

 

回次
第47期
第３四半期
連結会計期間

第48期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） 44.18 △19.71

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、海外経済が地政学リスクを抱えつつも堅調に推移するなか

で、企業収益は高水準を維持しており、また着実に改善が進む雇用・所得環境から個人消費が増加傾向を示すな

ど、緩やかながら拡大してまいりました。

　建設業界におきましては、好調な企業収益を背景として増加を続ける民間の設備投資に加えて、公共投資も底

堅く推移しているものの、建設費用は建設資材価格の高騰や技能労働者の処遇改善などから上昇が予想されるな

ど、経営環境の先行きに不安が残る状況下にありました。

　このような状況のもと、当社グループにおきましては、「施工品質の向上」と「安全管理の強化」を最重要施

策に掲げ、施工効率の改善や施工コストの削減等を推し進め、より一層採算性の向上に努めてまいりました。

　当第３四半期連結累計期間の売上高は、主に倉庫や流通施設等複数の大型基礎工事が完成したことで、160億

56百万円（前年同期比18.3％増）となりました。しかしながら、利益につきましては、採算の高い工事が寄与し

たものの、大型の建築基礎工事において発生した不具合箇所の復旧工事費用を計上したことで、営業利益は６億

23百万円（前年同期比14.2％減）、経常利益は６億53百万円（前年同期比19.8％減）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は４億60百万円（前年同期比28.3％減）と前年同期に比べ減少いたしました。

 

　セグメントの業績は以下のとおりであります。

①建設事業

　建設事業は、主に倉庫や流通施設等複数の大型基礎工事が完成したことにより、売上高が158億19百万円（前

年同期比18.0％増）となりました。利益につきましては、採算の高い工事が寄与したものの、大型の建築基礎工

事において発生した不具合箇所の復旧工事費用を計上したことにより、セグメント利益は６億33百万円（前年同

期比16.4％減）となりました。

②土木建築コンサルティング全般等事業

　土木建築コンサルティング全般等事業は、主に設計業務に関する収入が増加したことにより、売上高が２億29

百万円（前年同期比47.6％増）、セグメント損失は12百万円（前年同期は35百万円の損失）となりました。

③その他の事業

　その他の事業は、主に賃貸マンション収入であり、売上高は７百万円（前年同期比21.8％減）、セグメント利

益は２百万円（前年同期比44.2％減）となりました。

 

　（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ８億２百万円増加し、175億82百万円と

なりました。これは主に受取手形・完成工事未収入金等が５億81百万円、未成工事支出金等が３億86百万円増加

したことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ４億88百万円増加し、62億47百万円となりました。これは主に支払手

形・工事未払金等が２億21百万円減少したものの、工事損失引当金が８億29百万円増加したことによるものであ

ります。また、純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ３億14百万円増加し、113億35百万円とな

りました。これは主に利益剰余金が２億55百万円増加したことによるものであります。

 

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　（４）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、21百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,640,000

計 21,640,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,694,080 7,694,080
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数

100株

計 7,694,080 7,694,080 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

－ 7,694,080 － 1,710,900 － 2,330,219

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   613,400
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,078,200 70,782 －

単元未満株式 普通株式     2,480 － －

発行済株式総数 7,694,080 － －

総株主の議決権 － 70,782 －

　（注）自己株式に「資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）」が保有する109,000株は含まれておりません。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社テノックス

東京都港区芝５－25

－11
613,400 － 613,400 7.97

計 － 613,400 － 613,400 7.97

　（注）自己株式に「資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）」が保有する109,000株は含まれておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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1【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 7,176,393 7,214,169

受取手形・完成工事未収入金等 4,136,698 ※４ 4,717,893

電子記録債権 1,588,440 1,151,942

未成工事支出金等 689,253 1,075,601

未収入金 ※１ 543,879 ※１ 825,577

その他 159,480 171,667

貸倒引当金 △3,384 △9,121

流動資産合計 14,290,761 15,147,730

固定資産   

有形固定資産 2,191,049 2,098,573

無形固定資産 44,774 35,705

投資その他の資産   

その他 295,499 349,830

貸倒引当金 △19,320 △18,633

投資損失引当金 △22,750 △30,321

投資その他の資産合計 253,429 300,874

固定資産合計 2,489,252 2,435,153

資産合計 16,780,014 17,582,884
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 4,225,282 4,004,229

未払法人税等 11,374 114,611

未成工事受入金 70,841 193,782

工事損失引当金 78,500 908,000

その他の引当金 88,245 24,566

その他 751,734 452,359

流動負債合計 5,225,978 5,697,548

固定負債   

退職給付に係る負債 453,778 458,007

引当金 17,940 26,208

その他 60,624 65,273

固定負債合計 532,343 549,488

負債合計 5,758,321 6,247,037

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,710,900 1,710,900

資本剰余金 2,383,962 2,387,036

利益剰余金 6,913,482 7,168,898

自己株式 △301,633 △289,215

株主資本合計 10,706,711 10,977,619

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 36,038 79,005

その他の包括利益累計額合計 36,038 79,005

新株予約権 63,187 67,920

非支配株主持分 215,756 211,302

純資産合計 11,021,693 11,335,847

負債純資産合計 16,780,014 17,582,884
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 13,575,348 16,056,413

売上原価 11,530,076 14,098,270

売上総利益 2,045,272 1,958,142

販売費及び一般管理費 1,318,179 1,334,211

営業利益 727,092 623,931

営業外収益   

受取利息 276 739

受取配当金 7,816 3,372

仕入割引 14,761 19,490

持分法による投資利益 56,400 －

物品売却益 2,371 2,296

為替差益 － 49

その他 6,296 3,914

営業外収益合計 87,922 29,863

営業外費用   

支払利息 41 50

売上割引 22 12

為替差損 20 －

営業外費用合計 84 62

経常利益 814,930 653,731

特別利益   

固定資産売却益 49,506 33,904

特別利益合計 49,506 33,904

特別損失   

固定資産処分損 1,435 9

投資損失引当金繰入額 － 7,571

貸倒引当金繰入額 － 6,780

特別損失合計 1,435 14,362

税金等調整前四半期純利益 863,001 673,273

法人税等 231,654 216,588

四半期純利益 631,346 456,685

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △10,538 △3,554

親会社株主に帰属する四半期純利益 641,885 460,239
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 631,346 456,685

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 65,468 42,967

持分法適用会社に対する持分相当額 △7,542 －

その他の包括利益合計 57,925 42,967

四半期包括利益 689,272 499,652

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 699,811 503,206

非支配株主に係る四半期包括利益 △10,538 △3,554
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

未収入金 486,610千円 772,741千円

 

２　保証債務

　以下の会社について、金融機関等からの金銭債務等に対して、保証を行っております。

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

TENOX ASIA COMPANY LIMITED 13,737千円  －千円

 

３　偶発債務

　当社が請負った国内の大型建築基礎工事において、施工の不具合が生じており不具合箇所の復旧に努めております。復

旧費用等の総額が確定していないものの、既に発生した復旧費用と合理的に見積もることのできる費用を売上原価に計上

しております。

　しかしながら、今後の工事の状況により、復旧費用等の総額が変動する可能性があり、現時点ではその金額を合理的に

見積もることは困難であります。

 

※４　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －千円 243,668千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 330,924千円 332,819千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会

（注）１

普通株式 105,395 15.00  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月11日

取締役会

（注）２

普通株式 98,648 14.00  平成28年９月30日  平成28年12月６日 利益剰余金

　（注）１．配当金の総額は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入において設定した資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,651千円を含めて記載しております。

２．配当金の総額は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入において設定した資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,540千円を含めて記載しております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会

（注）１

普通株式 105,694 15.00  平成29年３月31日  平成29年６月30日 利益剰余金

平成29年11月10日

取締役会

（注）２

普通株式 99,128 14.00  平成29年９月30日  平成29年12月５日 利益剰余金

　（注）１．配当金の総額は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入において設定した資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,644千円を含めて記載しております。

２．配当金の総額は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入において設定した資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,526千円を含めて記載しております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

その他の事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 13,410,585 155,352 9,410 13,575,348 － 13,575,348

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 13,410,585 155,352 9,410 13,575,348 － 13,575,348

セグメント利益又は損失

（△）
758,136 △35,377 4,333 727,092 － 727,092

（注）１．セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

２．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

その他の事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 15,819,781 229,276 7,355 16,056,413 － 16,056,413

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 3,000 － 3,000 3,000 －

計 15,819,781 232,276 7,355 16,059,413 3,000 16,056,413

セグメント利益又は損失

（△）
633,781 △12,266 2,416 623,931 － 623,931

（注）１．セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

２．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 92.65円 66.11円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
641,885 460,239

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
641,885 460,239

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,928 6,961

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 90.92円 64.94円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 131 125

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に用いられた普通株式の期中

平均株式数については、従業員インセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定して

おります（前第３四半期連結累計期間110千株、当第３四半期連結累計期間109千株）。
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（重要な後発事象）

当社は、平成30年１月12日開催の取締役会において固定資産を譲渡することについて決議し、平成30年２月７日

付で売買契約を締結いたしました。なお、契約の概要は以下のとおりであります。

 

(1) 譲渡の理由

当社の財務体質の改善・強化を目的として、当該資産を売却するものであります。

 

(2) 譲渡する相手先の情報

譲渡先につきましては、契約上の都合により公表を控えさせていただきます。なお、譲渡先と当社との間には、

資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者として特記すべき事項はありません。

 

(3) 譲渡資産の種類、譲渡前の使途

譲渡資産の種類

埼玉県さいたま市中央区本町東

土地　　210.69㎡

建物　　426.71㎡

譲渡前の使途

賃貸等不動産

 

(4) 譲渡の時期

平成30年３月下旬予定

 

(5) 当該事象の損益に与える影響額

当該固定資産の譲渡に伴い、平成30年３月期第４四半期連結会計期間において、約70百万円の特別損失（固定資

産処分損）を計上する予定であります。

 

 

EDINET提出書類

株式会社テノックス(E00232)

四半期報告書

15/18



２【その他】

 平成29年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………………99,128千円

(ロ）１株当たりの金額……………………………………………14円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年12月５日

（注）１．平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入において設定した資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,526千円を含めて記載しております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月13日

株式会社テノックス

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小尾　淳一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　圭司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テノッ

クスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テノックス及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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